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令和７年度第２回 宮城県男女共同参画審議会 会議録 

 

日時：令和７年７月１７日（木） 

午後１時３０分～午後４時３０分 

場所：宮城県行政庁舎 11階 第二会議室 

 

出席委員 

水野 紀子 会長 戸野塚 厚子 副会長 笹崎 直也 委員 佐藤 喜根子 委員 

佐藤 英樹 委員 加藤 明子 委員 宮腰 紀子 委員 山田 周伸 委員 

 

１ 開 会 

【司会：共同参画社会推進課 菊地総括課長補佐】 

皆様、本日は、大変お忙しいところ、御出席をいただきまして、誠にありがとうござい

ます。定刻になりましたので、只今より、宮城県男女共同参画審議会を開会いたします。 

 

２ 開会挨拶 

【司会】 

開会にあたりまして、宮城県環境生活部長の末永よりご挨拶を申し上げます。 

【末永部長】 

男女共同参画審議会第２回目の開会ということで、ご挨拶させていただきます。 

本日は委員の皆様、お忙しい中、そして暑い中、ご出席いただきまして大変ありがとう

ございます。日頃から本件の男女共同参画の推進につきまして、ご支援、ご協力を賜り、

大変ありがとうございます。 

本日の議題ですが、２つございます。１つ目は、現状及び施策に関する年次報告という

ことで、県庁、その全庁的な取り組みを網羅させていただきました。本日は関係職員も同

席しておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

そして２点目は、男女共同参画基本計画の第５次、次期計画についての素案を、本日、

ご審議いただきたいと考えております。計画の策定は、男女共同参画の取り組みを進める

基本となるものでありますので、皆様から忌憚のないご意見をいただければと思います。 

資料も、お手元にあります通り、大変盛りだくさんで、分厚くなっております。説明は

簡潔にさせていただきます。 

何卒、円滑な会議進行にご協力いただければと思います。 

それではどうぞよろしくお願いいたします。 

 

３ 定足数報告 

【司会】 
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本日の審議会は、１２名中８名の委員の御出席をいただいておりますので、宮城県男女

共同参画推進条例第２０条第２項の規定による定足数（半数以上）を満たし、成立してお

りますことを御報告いたします。 

 

４ 議 事 

【司会】 

それでは議事に入らせていただきたいと思います。進行につきましては、宮城県男女共

同参画推進条例第２０条第１項の規定によりまして、会長に議長をお願いいたします。 

 

【水野会長】 

それでは、私の方で進めさせていただきます。お暑いところ、しかも今日は長時間にわ

たりますが、お付き合いください。関係職員の方々もずらっと控えていただいております

ので、どのようなご質問が出ても的確にご回答いただけるかと思いますので、どうぞよろ

しくお願いいたします。 

早速ですが、議題（１）の「宮城県における男女共同参画の現状及び施策に関する年次

報告（案）について」です。事務局からご説明いただきます。 

 

【事務局：大沼専門監】 

「宮城県における男女共同参画の現状及び施策に関する年次報告（案）」については、

「宮城県男女共同参画推進条例」第１６条、“男女共同参画の推進状況及び男女共同参画

の推進に関する施策の実施状況を明らかにする報告書を作成し、議会に報告するととも

に、これを公表しなければならない”との規程に基づくものになります。 

本日、令和６年度の男女共同参画に関する県の事業についての報告とともに、年次報告

（案）についてご審議いただきます。その後、８月に知事を本部長とする「男女共同参画

施策推進本部会議」に図り、最終的に９月の県議会へ報告書を提出いたします。 

それでは、基本計画の体系と年次報告案の２点について、ご説明をいたします。「資料

１ 宮城県男女共同参画基本計画（第４次）計画の体系」をご覧ください。 

こちらは、令和６年度が計画の４年目となる第４次基本計画に基づき、どのような施策

体系で県が事業を行っているかを一覧にしたもので、７つの施策の分野に対して、「施策

の方向」「施策の項目」を設定しております。なお、事業によっては複数の「施策の項

目」に関係するものもありますので、その場合は事業名の右の欄に「再掲」と表示してお

ります。 

次に、資料２ 冊子の「宮城県における男女共同参画の現状及び施策に関する年次報告

（案）」をご覧ください。 

ページが飛びますが、４３ページをお開きください。第３部では「宮城県における男女

共同参画の施策」として、県における各事業の状況をまとめて掲載しております。計画の
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体系に基づき、令和６年度に県が実施した男女共同参画の事業についてまとめたもので、

項目として「施策の項目」「事業名」「取組の概要」「担当課室」「令和６年度予算額」「令

和７年度予算額」を示しております。各事業につきましては、「担当課室」にありますよ

うに、当課はじめ庁内各部署において、それぞれの分野で取り組んでおります。 

このうち共同参画社会推進課が実施した主な事業については、別紙資料にまとめており

ます。昨年度の第２回の審議会でお出ししたものと同じものになりますが、年度末までの

数値を更新したものになっております。昨年度の審議会で、ご説明させていただいたの

で、こちらの説明は割愛させていただきます。 

ページ最初に戻りまして、表紙を含め２枚めくって、目次をご覧ください。第１部では

「令和６年度の宮城県の男女共同参画の現状と施策、今後の展望」についての総括を記載

しております。 

 第２部では、「宮城県における男女共同参画の現状」として、７つの分野における各種

数値等のデータを掲載しております。 

 第４部「市町村における男女共同参画の取組状況」は、７４ページをご覧ください。令

和７年４月１日現在の県内各自治体の体制や取組について記載しております。なお、参考

資料は、１０１ページからとなっています。 

では、目次の次のページ 第１部 １ページ 総括 をご覧ください。 

宮城県男女共同参画基本計画の策定から２２年が経過し、この間、県内の男女共同参画

に向けた取組は、広がりを見せております。しかしながら、固定的性別役割分担意識、性

差に関する偏見や社会制度・慣行等は根強く残っており、それらのことが要因の一つとな

り、若者の首都圏への流出が多くなっていること、少子高齢化、出生率の低下なども加速

度的に進んでいることから、男女共同参画社会の実現が急務である状況です。 

令和３年に策定された第４次基本計画では、施策の７つの分野である社会全体、家庭、

学校教育、職場、農林水産業・商工自営業、地域、防災復興における男女共同参画の推進

に向け、効果的な手法、新たな取組を模索しながら、積極的に施策に取り組んでまいりま

した。 

各分野での進捗状況の概要については、１ページから４ページ目にわたり、主だったデ

ータとともに示しております。 

 では、７ページ 「男女共同参画の指標の推進状況一覧」をご覧ください。第４次基本

計画の指標の推進状況について上から順ご報告いたします。 

１番「県の審議会等委員における女性の割合」です。第４次基本計画では、令和７年度

末までに県の審議会等委員における女性の割合を４５％にする目標指標を設定しておりま

すが、令和７年４月１日現在で３８.６％と、前年度から０．２ポイント上がりました。

状況としては、女性の登用が無い審議会数は、前年度より１件減り、５件となり、審議会

ごとに微増、微減の結果、最終的に微増となりました。 

女性登用推進の課題としては、専門性が求められる審議会等において、分野によっては
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女性の適任者が極めて少ないことや、団体によっては女性の役員等への登用が進んでいな

いこと等が挙げられます。あらゆる分野において、女性が活躍する機会は増えていると感

じていますが、委員として任用される条件を満たすためには、人材を育成するための時間

も必要であると考えております。 

女性委員の登用に向けて、昨年度から、指標の目標に達していない審議会を持つ担当課

に、改選の時期に合わせてヒアリングを行い、女性の登用についてお願いをしてまいりま

した。登用割合に関する目標の達成は重要な課題となりますので、男女共同参画施策推進

本部において登用状況を報告するとともに、各部局に対し、引き続き女性委員の積極的な

登用について働きかけてまいります。 

続いて２番「市町村の審議会等委員における女性の割合」です。こちらは前年度から１

ポイント増加し、３０.５％となり、少しずつではありますが、伸びてきております。課

題は県の審議会等と同様になりますが、このほか、地域によって大きな開きがあることも

課題になっております。対応としましては、女性人材リスト等の提供や男女共同参画の現

状及び施策に関する調査においての進捗状況を各市町村と共有することで、登用率向上を

図ってまいります。 

続いて３番「県の管理職に占める女性の割合」です。こちらは、昨年度より０.８ポイ

ント上がって、１０.４％となりました。なかなか数値が上がらない要因としましては、

女性職員の絶対数が少ないことや管理職への昇任適期である５０歳代の女性の構成比率が

２４.６％と特に低いことなど、構造的な原因が大きくあります。女性職員の採用割合は

年々増加しているところです。引き続き、女性自身が管理職となるイメージを持つことが

できるよう、子育て・キャリア応援セミナー等を開催し、対応してまいります。 

 続いて４番「男女共同参画に関わる講座・イベントの開催市町村の割合」です。前年度

から２２.９ポイント上がり、１００％となりました。コロナ禍の影響がなくなり、各市

町村において各種事業が通常通り行われていることに加え、当課からイベント等の開催予

定のない市町村へ直接声掛けを行うことで、目標の１００％を達成することができまし

た。続けていくことが機運醸成につながると思いますので、市町村へ継続して働きかけて

いきたいと思います。 

続いて５番「保育所等利用待機児童数」です。こちらは、前年の４１人から１８人に減

少し、解消されつつあります。市町村が実施する保育所等整備に対し、国の補助事業等を

活用して補助を行うとともに、認定こども園に移行する施設に事務費や保育教諭の採用活

動費の補助を行うことで保育の受け皿を増やしております。 

続いて６番「男性にとっての男女共同参画セミナー参加者」です。令和６年度の本事業

によるセミナー参加者は、３回の開催で１７８人となり、累計４９２人、目標値まであと

８人となりました。今後もニーズにあったセミナーの企画等、構成を十分に検討し、引き

続き男性を対象とした男女共同参画の普及啓発に努めてまいります。 

続いて７番、宮城県職員の「男性の育児休業取得率」です。こちらは９８．７％、昨年
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度より１３ポイント増加し、目標にしていた５０％以上を大きく上回っております。庁内

イントラネットの仕事と子育て両立支援ナビによる情報提供や、男性職員が育児参加計画

書を提出することで、所属管理職員が男性職員の子育てプランを確認し、計画を実施しや

すい職場環境づくりに努めたことにより取得が促進されました。また、育児休業を取得し

た職員の業務について、代替した職員の業績評価に反映することで、育児休業を取得する

職員の抵抗感を軽減するとともに、業務を代替する職員のモチベーションを向上し、取得

しやすい雰囲気の醸成を図りました。 

続いて、８番「女性のチカラを活かすゴールド認証企業数」です。こちらは、前年度か

ら６社増加し、５０社となり、１年前倒しで、目標を達成いたしました。企業における女

性労働者の能力発揮を促進する取組を推し進めることは、経営戦略として有効であるとい

う意識が一定程度浸透してきたこと、また、入札に有利になる等のメリットを充実したこ

とが申請の後押しとなっております。また、特に優れた企業に対し、「いきいき男女・に

こにこ子育て応援企業」宮城県知事表彰を行いました。 

 続いて９番「家族経営協定締結数」です。こちらは、昨年度より２６戸増え、８３８戸

が締結しております。女性の資質向上研修等において、家族経営協定への取組の意義につ

いて啓発活動を継続して実施したことによって、制度の認知が進んだ結果と考えます。 

 続いて１０番「農業委員に占める女性の割合」です。こちらは、０.７ポイント増加

し、２１.４％となりました。達成に向けた取組としましては、女性農業委員登用の意義

を高める活動を実施する団体「みやぎアグリレディス２１」への支援活動を行っておりま

す。 

 続いて１１番「男女共同参画基本計画を策定した市町村の割合」です。こちらは、新た

に大河原町で策定となったのですが、南三陸町の計画が期限切れになったことにより、昨

年度と変わらず町村の割合は、６１.９％となりました。市町村においては、各地域での

特徴や課題に即した基本計画が策定されることが望まれるところですので、今後も策定や

見直しの際には、積極的に支援してまいります。 

 続いて１２番「ＮＰＯ等地域団体との男女共同参画に関わる連携事業の実施回数」で

す。こちらは、県や市町村において、ＮＰＯ等地域団体への業務委託等の形態で男女共同

参画に関する取組を実施した事業数を対象としております。令和６年度の回数は１３回、

累計で４５回となりました。目標値の３０回は、令和５年度の時点で達成しております。

このうち当課の事業は、みやぎの女性つながりサポート型支援事業のほか、女性活躍ネッ

トワーク事業がございます。各市町村において、専門性のあるＮＰＯ等地域団体と積極的

に連携し、啓発事業を実施していただいた結果であると考えます。 

 続いて１３番「宮城県防災会議の委員に占める女性の割合」です。こちらは、前年度よ

り１.７ポイント上がり、２７.１％となりました。令和４年度に登用体制の抜本的な見直

しを図り、男性の割合が多い庁内各課から指名する委員を法令で定める必要最小限に抑

え、知事の裁量で専任できる委員数を増加させて、女性の登用率を大きく上昇させまし
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た。その一方で、防災会議を構成するその他の委員は、災害対策基本法第１５条に基づ

き、男性が多い各防災関係機関の長のあて職となっていることが多く、女性の比率を高め

ることが難しい状況となっております。引き続き、各関係機関へ委員等の任命替えの際

に、女性の積極的な登用を依頼してまいります。 

 最後に１４番「防災女性リーダー養成者数」です。こちらは、今年度の養成者数が１８

６人、累計で１，７２９人となりました。目標値の１，４５０人は、令和５年度の時点で

達成しております。これは、女性の受講者の割合が若い年代に多かったことから、防災指

導員養成講習を１７回開催し、その中の１回を大学生対象にしたことや、教育庁と連携し

た高校生防災リーダーの養成を行ったことなど、若い世代にアプローチしたことが大きな

要因と考えています。 

 男女共同参画の指標の推進状況については以上となります。 

令和６年度は、第４次基本計画の４年目ということで、計画の目標達成に向けたビジョン

を持ち、様々な施策を行ってきた結果、現在６つの項目で目標を達成することができまし

た。今年度は最終年度ということで、ゴールを見据え、市町村、県民の皆様、事業者及び

ＮＰＯ等各種団体の皆様の更なるご理解とご協力を得ることにより、男女共同参画社会実

現に向けて、積極的に事業を展開してまいります。 

説明は以上となります。 

 

【水野会長】 

 ただいまご説明いただきましたが、ご説明に対するご質問、あるいはご意見、ご自由に

お願いいたします。目標を達成している項目もあれば、なかなか難しい項目もあります

が。 

 

【水野会長】 

では、皆様がお考えいただく間に私から。審議会の女性委員の割合は比較的達成しやす

いという認識なのですが、県の審議会も、市町村の審議会も、まだ達成できていません。

私も、国の審議会では女性の数の縛りがあったものですから、非常に重宝されました。一

方、司法試験の作成委員の会議では、50 人くらいいた部屋の中で私 1人だけが女性という

ことがありました。これはすごく珍しいと思ったのですが、やはり司法試験の作成委員の

必要上、女性の割合という縛りは外さなければならないという法務省の判断があったのだ

と思います。 

このように審議会によって、これは非常に外さざるを得ないというものがあるがゆえ

に、なかなか達成できなくなっているというような事情がありましたらご教示いただけま

すでしょうか。 

 

【事務局】 
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審議会の委員の任期が近づいてきた所管課に対しては、職員の方でヒアリングをさせて

いただいております。しかし実際のところ、各専門の分野でその業界自体に女性の人材が

いらっしゃらない。また、関係団体に推薦をお願いする際、県からは役職者を限定してい

なくても、適任の方となるとある程度役職が上の方が推薦されてくることになり、また女

性の方が少ないといったように、それぞれの業界の状況によってなかなか進まないと聞い

ております。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございました。かなり無理があることは承知しているのですが、できれば審

議会に入っていただくことによって、女性の意見が反映しやすくなると思います。また、

そのような圧力がかかることによって、その母体の登用も進むことがあると思います。 

私の例のように、法学部の女子学生が 2%しかいなかった時代の司法試験の作題という、

本当に合理的な理由がある場合にはやむを得ないこともあるかもしれませんが、これを要

求していくことによって、本来の母体組織における女性の登用率も上がるということもあ

るように思いますので、なるべく構造的な無理がないように、しかし上げられるところで

は上げていただければと思います。 

 

【水野会長】 

他の委員の皆様、いかがでしょうか。 

市町村について、県と比べると、審議会の委員も、また計画の策定も難しいという事情

があるように見えますが、これはやはり何か構造的な問題があるということでしょうか。 

 

【事務局】 

市町村は、富谷市のように審議会の女性の登用率が全国 1位と進んでいらっしゃるとこ

ろもあれば、ほとんど登用が進まない地域もあり、その地域差が大きいというところが大

きな課題となっております。また、計画の策定については、まだ作られていない町村を回

りますと、「人手不足でそこまで手が回らない」というご回答をいただいております。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございます。本当に、市町村の場合、役場の皆様が本当に苦労し、獅子奮迅

の働きをしていらっしゃると思います。その中で、無理のない形で県がお手伝いをしてい

ただければと思います。他に何かございますか。 

 

【笹崎委員】 

ご説明ありがとうございました。今回の報告書につきましては、第 4次計画の最終年度

ですので、次の第 5次につながる重要な位置付けなのだろうと見ております。また、かな
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りのマンパワーと予算を投入して取り組まれている施策かと思いますので、その成果を県

民にご報告するという非常に重要なものなのだろうと思いました。事前に資料をお送りい

ただきましたので、熟読させていただきましたが、本当に色々なことをやられているなと

感じ、改めて敬意を表するところでございます。 

そのうえで、PDCA サイクルで言うと C、Check の部分になる報告書になるかと思います

が、分析についてもう少し深掘りしても良いのではないかと感じております。 「このよ

うなことをやりました」ということは総括の部分に書かれていますが、第 4次計画で掲げ

ている基本目標や数値目標との対比で、十分な成果が上げられているのか、上げられてい

ないのか。不十分だとすればその原因は何で、対策としてこのようなことをやっていくと

いったところや、また逆に成果が上がっているところであれば、その成果をもっと大きく

アピールしていただいても良いですが、そこが物足りないかなと。文言として書かれてい

ないだけで、担当部署の皆様はきちんと検討されていると思いますが、真摯な反省がない

と、次の PDCA サイクルの A、Action の部分である次の計画につながっていかないのでは

ないかと思いますので、しっかり報告書に書き込んでいただくと良いのではないかと感じ

ました。 

 

【水野会長】 

 さすが熟読してくださっただけあって、素晴らしい総括をしていただいたと思います。

事務局から何かございますか。 

 

【事務局】 

各課からそれぞれの施策について、自己評価、成果、課題と原因、今後の対応方針など

はいただいておりますので、それをしっかりと報告書の方に反映できるような仕組み、書

き方にしていきたいと思います。ありがとうございました。 

 

【笹崎委員】 

もう 1点、総括について、分野ごとに総括をされているのですが、計画全体、施策全体

としての総括が冒頭にあった方が読みやすいのかなと感じました。読む側からすると、

「この計画は今ここまで来ているのだな」とか、「ここがまだ足りていないのだな」と

か、「ここは十分な成果が出ているのだな」とか、全体の評価があると、より理解がしや

すいのかなと思いますので、可能であればですが、ご検討いただければと思います。 

 

【事務局】 

ありがとうございます。検討させていただきます。 

 

【水野会長】 
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確かにそうですね。しかし、同時に難しい課題でもあるような気はいたします。 

委員の皆様、それぞれの専門領域をお持ちで、そこは熟知されていらっしゃいますの

で、先ほど笹崎委員からあったような、より踏み込んだものがご提示いただければ、それ

も報告書に書き加えたいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

【佐藤（喜）委員】 

全体的な国の方針としても目標値を設定してそこに向かうというところがあるので、目

標値があって、それに向かって進めるというところは、すごく分かりやすくて良いかと思

います。 

男性の育児休業取得率について、これは宮城県の県職員に限定されておりますが、むし

ろ県職員以外の取得についてどのように動いているのかを知りたいというところがありま

す。そういったところをなぜ限定されているのか、そして県職員以外の取得率というとこ

ろに目標値を定めて進めていく予定がないのか、お伺いしたいと思います。 

 

【事務局】 

育児休業取得率につきまして、現在目標指標として県職員の取得率を掲げております

が、お手元にお配りしました「資料２宮城県における男女共同参画の現状及び施策に関す

る年次報告（案）」8ページの参考指標 6番目に、全体的な数値ということで、労働実態調

査をもとにした育児休業取得率を掲載させていただいております。指標目標については、

あくまでも目標とできる項目について設定しておりますので、このような住み分けをし、

状況を併せてお知らせさせていだいているところでございます。 

 

【佐藤（喜）委員】 

参考資料の方には確かにありますが、この数値を見ると、なおのこと宮城県にはもう少

し頑張ってほしいと思うところです。 

 

【加藤委員】 

ご説明ありがとうございました。「資料２宮城県における男女共同参画の現状及び施策

に関する年次報告（案）」3ページで少しデータが分からないので教えていただきたいので

すが、「４ 職場における男女共同参画の実現」の 2段落目、「管理職の適齢期となる 50 代

では」と書いてありますが、管理職の適齢期が 50代というのは、何か根拠となるデータ

があるのでしょうか。なんとなく民間の企業だともう少し若いイメージですが。 

 

【事務局】 

県職員で一番女性管理職が多いのが 50代ということで、そこを対象にしておりまし

た。40 代、50代と、書きぶりについてもう少し考察させていただきたいと思います。 



 10 / 31 

 

 

【加藤委員】 

そうですね。何かデータもあるのかもしれませんが、少し違和感がありました。また、

先ほどのご意見とも重なりますが、その次の段落で、県職員の育児休業取得率が 100%にな

っているとありますが、県職員の方々は強力な推進活動があり、国家公務員もそうです

が、現実には 1日や 2日といった取得も多いかもしれません。取得日数は長くなっている

と思いますが、やはり課題としては、民間事業所の方が取得しにくいということがあるか

と思いますので、記述の仕方を少し検討いただいた方が良いのではないかと思いました。 

 

【事務局】 

ありがとうございます。検討させていただきます。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございます。先ほど最初に笹崎委員がおっしゃったように、もう少し深掘り

した分析の一助となるご指摘かと思います。他にはいかがでしょうか。 

 

【戸野塚副会長】 

ありがとうございます。計画策定が進まない市町村の理由として、何年か前から「人手

が少なく、そこまで手が回らない」ということをずっと繰り返されているように思いま

す。確かにすごく大変なのだろうと思いますが、この問題が他の優先順位よりも低くなっ

てしまっている。県が状況を聞き取りに行ってくださっているところまでは分かっていま

すが、この状態が改善されていくための支援や、具体的な手立ての方向性のようなものが

ありましたら伺いたいです。具体化していかないと、計画策定が進まない市町村は、ずっ

とそれを繰り返してなかなか改善されていかないのではないかと危惧します。いかがでし

ょうか。 

 

【事務局】 

議題 2の方の次期計画の方でお話ししようと思っていたのですが、前回の審議会でご意

見いただきましたとおり、国の基準としては単独計画の策定だけでなく、総合計画の中の

一部として男女共同参画に関する計画が入っていることも認める調査となっていますの

で、県も総合計画の中にきちんと入っていれば認めていく方向でいきたいと考えておりま

した。そうなると、総合計画にも入っていない市町村はあと 2市町となりますので、そこ

には積極的に声をかけていきたいと思っております。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございます。他にいかがでしょうか。 
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国の方でも「アンコンシャス・バイアス」が問題になっているという指摘があります

が、「専業主婦の方が子供をきちんと育ててくれる」というアンコンシャス・バイアスが

ある一方で、実際には稼ぎ手の方が子どもの出生率が高いなど、アンコンシャス・バイア

スと実態との間に差があり、そのような思い込みを変えていくことによって、宮城県全体

が、女性が働きやすく子育てしやすい、若い女性たちにとって魅力的な県にしたいと考え

ております。 

議題 1は、本日のご意見をいただいて議会に提出するものですので、今の段階でお気づ

きの点がございましたら、ぜひお考えをお聞かせいただければありがたく存じます。 

亘理町長の山田委員、市町村を代表して「このような数値目標や施策では困りますね」

というようなお気づきの点はございますか。 

 

【山田委員】 

審議会の女性委員の数値を見ておりまして、亘理町では 5、6件あったと思うのです

が、先ほど水野会長がおっしゃったように、女性委員の選任が非常に厳しいです。 

また、委員候補の皆様がお断りになる理由として、皆さん働いていらっしゃるので、会

社に少し気が引けるという声も私のほうに入っております。PTA のように夜会議を行うの

であれば良いのですが、役所の審議会は本日もそうですが、ウィークデイの日中となる

と、出席が難しいという声がありますので、可能であれば、県の方でリーダーシップを取

り、審議会に女性委員を出しやすくするよう、企業に「入札に有利になる」といったメリ

ットを提示する等、企業に働きかけをしていただけると良いのではないかと思います。以

前のように、まちづくりなどでは、専業主婦の方が多かったように思いますが、若い

方々、30代の方々は皆さん働いていらっしゃいますので、そういった部分で企業に対する

働きかけをしていただけると、もっと多くの有能な女性が様々な審議会に出ていただける

ようになるのではないかと感じておりました。 

 

【水野会長】 

 貴重なアイデアだと思います。そのような意味では、県はまだまだ企業に対して力を持

っていると思いますので、地域のために考えていただく審議会に「どうぞ出てください」

という働きかけですね。ありがとうございます。他にいかがでしょうか。 

この指標で、私が一番胸を痛めているのは、DVや児童虐待といった問題なのですが、そ

れはなかなか数値目標にできるものではありません。しかし、公がどれだけそれらの問題

を助けることができているかということが、県民の生活や幸福に非常に密接に絡んでいる

ような気がします。8ページの方に DV被害の相談件数などが出ておりますが、この件数が

たくさんあるからといって、「目標にして増やしましょう」というわけにはいかない数値

ではあります。しかし、このような数値で、どれだけ県や市町村が実際に救えているかと

いうことが現れるような目標は作れないものでしょうか。難しいでしょうか。 



 12 / 31 

 

例えば、私の専門領域の親権制限で言いますと、法制審議会で児童虐待の際の親権喪失

をどうするか、親権停止をどうするかの議論がありますが、欧米では「親権制限」という

か、親元で育てさせつつ、ケースワーカーが関わるという形をとっています。それは、親

が「助けてください」と自らケースワーカーを受け入れる場合は良いのですが、嫌がって

いても強制的にケースワーカーが関わる時には裁判所命令が必要になります。そして、そ

の裁判所命令の数は、フランス全体で年間約 10万件近くあります。フランスの人口は日

本の 2分の 1ですが、それだけの子供たちに強制的にケースワーカーが付けられていて、

日本の親権喪失は全国で 2桁、親権停止もようやく百何十件というくらいなので、大きく

遅れをとっている領域ではあります。かつては村の共同の生活があったので、それが急速

に失われていった時に、最も弱い立場にいる人たちに悲惨なことが出てくるのですが、何

かそのようなものを救い取れるような指標が作れると良いなと思っていました。DV件数や

児童虐待の件数を、児童相談所と相談すると何が出てくるかもしれません。これはこの報

告書には間に合わない話ですが、将来的には、まさに実態の最も弱い立場の人々を救出で

きるような数値目標のようなものを入れられると良いなと思いながら伺っておりました。 

 

【事務局】 

保健福祉部さんの方でそのような数値はお持ちですか。 

 

【保健福祉部 子ども家庭支援課】 

会長がおっしゃった内容で、参考指標に DV事案認知（相談等）件数を載せています。

この相談件数について、児童虐待もそうですが、多いことが悪いのかというと、必ずしも

そうではないというところもあります。今、電話だったり SNS だったり、相談を受ける

色々なツールが増えてくる中で、相談しやすくなっている、あるいは、ご自分の家のこと

でなくても、虐待通告の間口が少し広がってきているという見方もあるところなので、担

当課としましては、この相談件数自体を指標の参考にするというのは、若干、良いのだろ

うかという思いを持って見ております。 

また、DVや児童虐待のその後の経過、どのように解決に結びついたかなど、良くなって

きた方の件数が見て取れるかということになると、なかなか難しいと感じております。現

場の方では、DV であれば暴力を受けた女性からの単独の相談もあれば、そこにお子さんが

ついてくるケースもございます。また、児童虐待で保護されたお子さん自体が発達障害な

どの特性があったという状況もございます。もちろん現場の方では一生懸命努力している

ところではありますが、相談を受けたその数字の中から、どれぐらい解決に結びついたか

という数字を取るというのは、なかなか難しいという印象を持っております。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございます。数値目標化するのはすごく難しい問題だなと思いますが、そこ
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が手厚くなるような、施策に結びつくような目標設定ができると良いなと、少し夢見てお

りました。他に何かございますか。 

 

【佐藤（英）委員】 

年次報告書の 2ページなのですが、下段に「3. 学校教育における男女共同参画の実

現」という項目があります。私は現場で子供たちに男女共同参画の指導をしております

が、学校教育の「特に、次世代を担う人材の育成にあたっては～」という記載について、

実際には高校生からではなく、小学校、中学校のうちから、男女共同参画についての指導

を行っています。 

そして、基本計画の 21ページに同じ「3. 学校教育における男女共同参画の実現」とい

う項目があり、「（1）児童・生徒が、性別にかかわらず～」という記述がありますが、本

当にこの通りです。現在、小中学校では「みやぎの志教育」というところで、将来に向け

て職業選択をしたり、学校選択をしたりする指導をしています。「志シート」というもの

を小学校から高校生まで持ち続けて、自分がどのような職業に就くのか、どの学校を選ぶ

のかといったことをやっていますので、もしこの 2ページ下段の「特に次世代を担う児童

の育成」というところで、小中学校の心の教育も入れていただければ、つながりがあるの

ではないかと思います。実際に高校生からでは遅いので、小学校や幼少のうちから親子一

緒に男女共同参画の学習を今進めている状況ですから、そこも成果として入れていただけ

ると良いのではないかと思っておりました。以上です。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございます。事務局で後ほどまとめていただければと思います。 

 

【佐藤（喜）委員】 

ただいまの小学校からの教育というお話につながるかと思いますが、今、人権教育のよ

うな形で、いわゆる「心も体も」「あなたも私も」というような、包括的な性教育の動き

があります。かつては性教育が性交教育として、ものすごく嫌がられていたようなのです

が、今は自分の体をしっかり健康管理ができる「セルフチェック」ができるというような

ことも教えながら、心と体の健康を教えていくことで、結果的に人権教育につなげていく

ことを目指そうという動きになっています。 

今朝もある新聞の 1面で、包括的な教育ではあると思いますが、学校教育の中で性教育

をした方が良いというように大きく報道されているのを拝見しました。やはり小さい時か

ら自分のことをよく知り、相手のこともよく尊敬できるような人権教育をずっと小さい時

からやっていかないと、その年代になってから「さあ、新しい教育を」と言っても、なか

なか繋がらないのだと思います。 

私は宮城県の性教育協議会のメンバーにもなっているのですが、そこで「タブレット端
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末を小学生から 1人 1台持つことによって、どのような問題点が出てきましたか」という

質問が出た時に、警察の代表の方が、問題はたくさん出ていると答えていました。ただ、

それが事件や事故になっていないために報道されていないだけで、学校等からの問い合わ

せや相談もたくさん来ているそうです。例えば「写真を送れ」というようなやり取りがあ

ったり、実際に送ってしまったりというようなこともあるそうなので、やはり小学生でタ

ブレット端末を 1人 1台持っているからこそ、その時から人権教育をしっかりやっていか

なければならないのだと思います。それが結果的に DVやデート DV などの抑止にもつなが

ってくるのではないかと考えているので、長いタイムスパンで見ていくことが重要なので

はないかと感じているところです。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございます。本当に、小中学校のところから人権教育が必要ですし、日本の

ジェンダーギャップ指数がものすごく低い要因の一つは、女性の理系教師や研究者が非常

に少ないことです。そのようなアンコンシャス・バイアスが「女の子は文系だよね」とい

った形で働いているのだとすれば、小中学校の頃から励まさなければならないなと。事務

局から何か、今の提案についてありますか。 

 

【事務局】 

 おっしゃる通りだと思いますので、そのようなことも新しい計画の方には反映できるよ

うに考えていきたいと思います。ありがとうございます。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございます。他にいかがでしょうか。 

だんだん次の議題の方の発言が増えてきていますが、まだ時間的には、この最後の報告

書に関してご意見を拝借できる時間が少しだけございます。よろしいでしょうか。ご意見

が出ないようでしたら、それでは議題 1につきましては、本日のご意見を踏まえまして、

事務局で次期報告書の作成を進めてまいりますのでよろしくお願いいたします。 

それでは議題 1が終了しましたので、進行を一旦事務局にお戻しします。 

 

------休憩------ 

 

【水野会長】 

 それでは後半戦に入ります。議題 2の宮城県男女共同参画基本計画第 5次素案について

です。事務局のほうからまずご説明いたします。 

 

【事務局】 
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 資料３ 宮城県男女共同参画基本計画（第５次）素案について御説明いたします。 

現在、国でも第６次となる新しい計画を策定中でございまして、今後間もなく骨子案が示

される予定となっています。１０月の審議会でお示しする中間案については、９月議会にも

提出し、審議していただく予定になっております。今回の審議会で頂戴したご意見に加え、

国の内容も反映し、中間案を作成いたしますので、素案から大きく変わる場合には、議会提

出前に中間案について、委員の皆様に書面での意見照会をお願いすることもあるかと思い

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは、1ページ、第１章「基本的な考え方」について御説明いたします。 

「１ 計画策定の趣旨」では、前回いただいたご意見を踏まえまして、３段落目１行目の

アンコンシャス・バイアスの後ろに無意識の思い込みという文言を挿入しております。同じ

段落の後半「これらにより地域が疲弊している現状があります。女性流出の大きな要因とし

て、若年層に「共働き・共育て」等のイメージが形成されている中で、自らの可能性や希望

の実現ができる職場が地方にはないと感じられること、また、性別役割分担意識等により、

女性に地方の企業では自身の能力が活かされないと感じさせる側面があることなど、アン

コンシャス・バイアスの影響が指摘されており、女性に魅力のある宮城になるためには、そ

の解消にさらに注力していく必要があると考えます。」と、内容を危機感が伝わるように修

正しております。また、その部分の記述が多くなったことと、内容の重複があることから、

その下の２行を削除しております。 

 ２ページは、第５次男女共同参画基本計画が各部局の計画内容との関連を図りながら策

定していることを図でお示しいたしました。また、１ページの計画策定の趣旨で、「持続可

能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に寄与します」との文言があることから、２ページの下の

部分にＳＤＧｓのロゴを記載しております。 

３ページにつきましては、大きな変更はございません。 

４ページにつきまして、計画の体系におけるサブテーマですが、１番のアンコンシャス・

バイアスの後に「無意識の思い込み」と挿入しております。また、アンコンシャス・バイア

スに中点を挿入したのは、国の表記にそろえました。３番のサブテーマは、「共生と自立を

目指して」と第４次計画を踏襲としました。５番は、「多様な主体が互いに支え合う社会」

と修正しております。その上の行、４の(４)の項目ですが、「リスタート」としておりまし

たが、わかりにくい表現であることから、「キャリア」を挿入しております。 

 続きまして、５ページ「第２章 県の現状」になります。第４次計画の冊子の５ページか

ら１３ページと比較しながら御覧ください。 

１ 「少子・高齢化と人口減少の加速」においては、県合計特殊出生率が昭和５８年の１．

８６以降、一時的な上昇はあるものの低下傾向となり、令和６年は１．００となりました。

令和６年の全国値は１．１５であり、全国で４６位という低い水準にあります。また,２段

落目の黄色の文章については、令和６年の婚姻件数、婚姻率について数値が発表されていな

いため、未修正となっており、発表され次第、更新します。 
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本県の高齢化率についてですが、６ページの図２より、６５歳以上の高齢者の割合は、令

和２年に２７．９％だったものが、令和７年は２９.７％に上昇していることがわかります。

高齢化率が一番高いのは、栗原圏域で４３.２％、次いで気仙沼・本吉圏域４１.２％となっ

ているのに対して、仙台圏域は２６.４％となっており、仙台圏域以外は特に高齢化が急速

に進んでいると言えます。 

６ページでは、今回、若者の流出についての記載を２段落目に加え、図３としてグラフを

追加しております。１０代後半は大学進学等による転入超過ですが、２０代前半は就職等に

より転出超過となっているということ、また、全国的に、特に女性において、東京などの大

都市では社会増加、地方では社会減少という傾向は、県も同様の傾向となっていることにつ

いて、記載しております。 

７ページ図４を御覧ください。宮城県の人口の推移になりますが、平成１２年から平成２

７年と令和２年の分は国勢調査による数値であり、それ以外の年度は、宮城県推計人口の数

値となります。平成１５年をピークに人口流動や復興需要の転入などにより上昇した年も

ありましたが、全体としては減少となっております。 

次に、２ 「家族形態・ライフスタイルの多様化」です。 

図５をご覧ください。宮城県の一般世帯数は、平成２７年よりも増加しておりますが、一

世帯当たりの平均人員は減少にあります。 

８ページを御覧ください。高齢単身世帯、高齢夫婦世帯ともに平成２７年よりも増加して

おります。また、共働き率も平成２７年より増加しており、全国平均を上回りました。 

また、８ページ中段の「宮城県の平均初婚年齢」からの文章及び表１については、令和６

年の数値が発表されていないことから、未修正となっており、発表され次第、更新します。 

９ページを御覧ください。３ 「就業形態の変化と経済格差の拡大」です。 

労働力人口は、平成２７年と令和２年を比較すると０．２％の減少率となっております。 

１０ページ、図８では、年齢階級別有業率を男女別で示しております。男性は平成２９年・

令和４年とも台形型を示しております。一方、女性は、結婚・子育て期に重なる３０代で有

業率が下がる傾向はみられますが、台形に近付きつつあります。平成２９年と比較して、Ｍ

字型が緩やかになり、かつ、各年齢層において有業率が上がっていることが分かります。 

図９では雇用形態の男女の推移を示しております。平成２９年と令和４年を比較します

と、女性は、正規就業者数が増加し、非正規就業者数は減少しております。また、１１ペー

ジ、図１０は、男女別平均賃金の推移を示しており、女性の所定内賃金と所定外賃金を合わ

せた賃金は平均して男性の約７５％にとどまっており、男女間の賃金格差が大きいことは

明らかと言えます。 

 ４ 「企業における女性の登用」については、表３厚生労働省の調査によると、令和元年

における全国の係長級以上の女性の割合が１３．６％だったものが、１８．０％となってい

ます。表４内閣府の調査でも、係長級に占める女性の割合が全国で、令和元年に２３．１％

だったものが、２８．５％となっており、宮城県でも１９．６％から２７．４％と増加して
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おり、全国平均に近くなってきています。 

１２ページ、５ 「配偶者等からの暴力や犯罪の深刻化」です。 

図１１をご覧ください。ＤＶやストーカーの相談件数は、令和４年、５年に減少しました。

行政調べのＤＶ事案については、令和６年の数値がまだ発表されてはおりませんが、警察調

べのＤＶ事案は令和６年に増加しており、依然として厳しい状況にあると考えられます。性

犯罪も含めた配偶者等からの暴力根絶を一層推進する必要があります。 

 ６ 「東日本大震災からの復興と再生」です。 

県では、大震災後１０年間における復興の道筋を示すため宮城県震災復興計画を策定し、

令和３年度からは、「新・宮城の将来ビジョン」において復興に向けた取組を進めてまいり

ました。震災の経験と教訓を踏まえ、防災・復興に係る意思決定の場に女性の参画とリーダ

ーとしての活躍を促進することや、男女共同参画の視点での事前の備えと体制等を強化す

る必要があります。また、復興を進める中で、女性の起業家などによるＮＰＯ等の活躍によ

り、地域の雇用の創出、特に地域の資源として、女性の力を引き出し、地域を変える大きな

役割を果たしたことから、引き続き女性の力を最大限活用する必要があります。 

１３ページ、図１２は宮城県と県内市町村の防災会議での女性登用率をグラフ化したも

のですが、震災後は概ね増加傾向となっています。 

続いて、図１３ですが、県内市町村における、男女共同参画の視点に配慮した避難所運営

マニュアルの策定状況になります。現在３２自治体が策定しております。 

７ 「新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響と対応」につきましては、前回の

審議会でお話しました通り、削除しております。 

続きまして、１４ページ、第３章「男女共同参画の推進に関する施策」についてです。 

第４次から変更したところは赤で、第４次計画の「農林水産業・商工自営業」の部分を「４ 

働く場における男女共同参画の実現」に組み込んだところは青文字で示しております。大き

く変更した部分のみ、ご説明いたします。 

１ 社会全体における男女共同参画の実現についてです。現状及び課題の（２）の部分、

市町村のイベントが指標の目標の１００％を達成したことを踏まえた記載としております。 

１５ページ、（５）ですが、ＤＶ及びストーカーに関する相談件数が、増加ではなく高止

まり、また、法令の改正により、「不同意性交」「不同意わいせつ」という表現に変更してお

ります。また、「新型コロナウイルス感染症」による影響については、削除しております。 

 次に基本目標ですが、３行目から４行目に「女性の活躍がアンコンシャス・バイアス(無

意識の思い込み)によって阻害されていることから」という文言を挿入しました。 

１６ページ、「施策の項目」の４に「アンコンシャス・バイアス」を挿入しております。 

２ 家庭における共同参画の実現ですが、２０ページの施策項目、２３に女性の生理痛や

更年期などの理解を深めていただけるように、「健康課題への理解」という文言を挿入して

おります。 

３ 学校教育における男女共同参画の実現ですが、前回いただいたご意見を踏まえまし
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て、サブテーマを「共生と自立を目指して」に戻しております。 

２１ページ、施策の項目３０ですが、理工系だけでなく、「デジタル分野における」とい

う文言を挿入しました。 

４ 働く場における男女共同参画の実現ですが、２３ページ「現状及び課題」の（６）と

（７）に、農業・商工自営業の現状及び課題を組み込んでいます。 

同様に「基本目標」も、２段落目に農業・商工自営業の目標を組み込みました。 

施策の方向の（１）、２３ページ最後の行から２４ページにかけて、「女性の活躍を阻害し

ていると言われるアンコンシャス・バイアスをあらゆる職場から払拭するため、若者の意見

を取り入れる場やセミナー等で企業に対して意識啓発を行っていきます。さらに、就職を機

に東京などの大都市に流出している女子学生の県内定着に向け、女性が活躍している県内

企業の紹介などに加え、女性が働きやすい環境整備のための支援に力を入れていきます。」

と、挿入しております。 

また、施策の項目として、「３６ 女性活躍促進に向けた支援と環境整備の充実」を新規

で作成しました。 

その次の（２）の項目は、農業・商工自営業の施策をそのまま組み込んでいます。 

（３）は、ワークライフバランスを実現するためには、「多様な働き方」が重要となるこ

とから、項目等に「多様な働き方」を付け加えております。 

（４）は、「働き方の変化やデジタル化の進展によって仕事の進め方が大きく変化してい

ることから、これから必要とされる新たなスキルや知識を身に付けるためのリスキリング

教育の機会を提供する」と、リスキリング教育に重点を置いた書きぶりにしております。 

２５ページ、５ 地域における男女共同参画の実現では、前回いただいたご意見を踏まえ

まして、サブテーマを「多様な主体が互いに支え合う社会」に変更しております。 

現状及び課題の（１）では、総合計画の一部として策定している市町村を含めた割合につ

いて、記載いたしました。２６ページ、基本目標の３行目に「互いに支え合うことができる」

と挿入しております。 

また、施策の方向の（２）の３行目に「また、様々な活動の中で横のつながりが作られ、

互いに支え合う関係が構築されることから、活動の場の提供や市町村の取組を支援してい

きます。」という文言を挿入しております。 

２７ページ、６ 防災・復興における男女共同参画の実現ですが、２８のページ施策の方

向の（２）に「安全・安心な暮らしの確保」という文言が入っているのですが、これにぶら

下がる施策が、１ 社会全体における男女共同参画の実現の施策１０と１５と同じであり、

相談についての施策であることから、この分野に入れておく必要はないのではないかと考

えました。そこで、２７ページの現状及び課題の（３）の下３行分、施策の方向の（２）の

部分と施策の５９を削除しております。 

次に第４章「推進体制」については、第４次計画から変更はございません。 

最後に３０ページ、「男女共同参画の指標」です。前回の審議会でいただいたご意見と、
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これまでの進捗状況を勘案しまして、項目や目標・予測値を変更したものを赤字で示してお

ります。 

「男性にとっての男女共同参画セミナー参加者」は、５年間で７００人 

 「女性のチカラを活かすゴールド認証企業数」は７０社 

「家族経営協定数」は９００経営体 

「男女共同参画基本計画を策定した市町村の割合」については、総合計画等の一部として

策定されたものと、単独のものとを併記する形にしました。 

「ＮＰＯ等地域団体との男女共同参画に関わる連携事業の実施回数」は、５年間で５０回 

「防災女性リーダー養成者数」は、累計２，９５０人と変更しております。 

前回の審議会でご意見をいただいた「男性の育児休業取得日数」を新規の項目にすることに

ついては、担当課と調整しております。 

 また３１ページの参考指標につきましては、項目の変更はございません。 

 資料４については、これまで御説明申し上げてまいりました指標項目案の内容を表にま

とめております。１ページ目は男女共同参画の指標、２ページ目は参考指標でございます。 

説明は以上でございます。 

 

【水野会長】 

 何かお気づきの点がございましたら、お話ください。 

また時間があるので、私から少し。最初に 6ページのところですが、6ページの真ん中

で「東京などの大都市では社会増加、地方では社会減少」というこの社会増加・社会減少

という言葉が、あまり日常用語ではないような気がしております。そのページの下のほう

で「自然増減」「社会増減」という説明があって、おそらくこれと同じ意味で「社会増

加」「社会減少」というふうに書かれているのでしょうが、これは上のほうは「社会」を

つけなくてもいいかなという気がします。自然増減をコントロールするというのは、ほと

んど無理というか。自然増減については、下のところの大震災の影響で大勢亡くなったと

いうところでは書く必要もあるかもしれませんが、社会増減の自然増減と区別して最初に

入れることの必要性は薄いかなと思いますので、「社会」を取ってしまっても良いのでは

ないでしょうか。 

 

【事務局】 

 ありがとうございます。そうさせていただきます。 

 

【水野会長】 

 何か他に思いつかれる点がありましたら、お願いいたします。 

 

【宮腰委員】 
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 私から少し質問です。拝見した時に 20 ページの「リプロダクティブヘルスライツ」と

いうところがありましたが、やはりちょっと聞き馴染みがなくて、これを載せた時に、括

弧書きにはあるものの、今後浸透していく文言になるのかどうかというところが少し気に

なりました。 

あと、少し前後してしまって恐縮ですが、図 13で自治体の避難所の運営マニュアルが

策定されていない自治体が 3つあったということですけど、この市町村に関しては、例え

ばマニュアルのひな形のご提示等がされるのであれば、さほど時間がかからずにマニュア

ルの策定に結びつくのかなと思ったので、そういったところの状況をお聞かせいただきた

いです。以上 2点です。 

 

【水野会長】 

 事務局からお願いいたします。 

 

【事務局】 

 担当課がいないので明確な答えにはならないのですが、マニュアルのひな形はあると思

われます。非常に必要なものだとは担当課も把握していると思いますので、進めていくよ

うに意見共有させていただきます。 

 「リプロダクティブヘルスライツ」ですが、私も少し読みにくいと感じています。た

だ、国としても力を入れている部分として、この文言を使っていたため記載したのです

が、いかがでしょうか。まだそこまで浸透はしていないでしょうか。 

 

【水野会長】 

 国際的には相当このボキャブラリーは使われています。国連が、国によっては女の子が

強制的に幼いうちから結婚させられるとか、様々な国がある中で、性と生殖に関する権利

である国際的な条約とか報告書とか、あるいは国連なんかではこの言葉を使っています。

だから国が使うようであれば、入れてもいいかなと個人的には思いますが、国のほうの動

向をまた確認してみます。ただ、他のご意見があるようでしたら、追加の説明の言葉を出

すということはしたいと思います。 

 

【宮腰委員】 

 承知いたしました。先ほどおっしゃった人権にも絡んでくることかなと思うので、その

権利の部分でも、文言として載せたほうがいいのかなというふうに認識しましたので、大

丈夫です。ありがとうございます。 

 

【水野会長】 

 そうですね。避難所の運営なんかで、昔ながらの男性の方が「避難所では一心同体、プ
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ライバシーを取っ払え」みたいなことを言って、すごく困ったというエピソードは聞きま

したから。 

 

【佐藤（英）委員】 

第 4次計画を読んだ時にも感じたことですが、資料の 20 ページの「学校教育における

男女共同参画の実現」ということで、参考指標として女性の管理職の割合の表が載ってい

るのですが、この項目と、その後の文章で表との繋がりがないのかなと思います。 

女性管理職が増えることによって、学校教育における男女共同参画の実現との繋がりが

文章の中には見当たらないので、果たしてこの表がここに必要なのかという疑問を、前回

の審議会の時から考えていました。女性管理職が増えることによって、女性の視点で学校

教育、子供たちの男女共同参画への理解が深まっていくと思います。私たち校長会の中で

も女性が増えているので、それによっていろいろな施策の中で女性を登用していこうとい

う意見もたくさん出ています。 

役職を選ぶ時にやはり男性が多いという傾向もあるのですが、私も仙台教育事務所管内

の校長会の会長をしている中で、当管内では必ず女性も入れるようにという方針になって

きていますので、そういった文言が入るべきだと思います。 

 

【水野会長】 

 本当に大事なご指摘だと思います。これを入れること可能ですよね。 

 

【事務局】 

 可能です。入れさせていただきます。 

 

【加藤委員】 

 6 ページにその人口の流出について入れていただいたこと、すごく良いと思うのです

が、それが労働市場にも影響しているということが分かるようにしたらいいのではないか

と思いました。 

9 ページに、就業形態の変化と賃金格差の拡大というところで、労働力人口が、これは

令和 2年の数字なので、特に多分直近はもっと減っていると思いますが、年齢階級別に見

ると若年層の女性が減っています。有業率とか就業率で見ると働いている割合は変わらな

いのですが、壮年期・高齢女性が増えていても若年層の女性が宮城県からいなくなってい

るということが労働市場でも分かるという部分を、もう少し強調できれば、もっと危機感

が伝わると思うので、労働市場の変化というのも、追加いただけるといいのかなと思いま

した。 

それから、少し細かいのですが、11 ページのところで、女性の活躍推進企業データベー

スを使っていただいたのですが、これは内閣府ではなく、厚生労働省のものだと思うの
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で、そこは修正していただければと思いました。お願いします。 

 

【事務局】 

 承知いたしました。ありがとうございます。修正させていただきます。 

 

【水野会長】 

 すごいですね。データベースの出典までご存じとは、ありがたいです。本当にありがと

うございます。他にお気づきの点はございますか？ 

 

【笹崎委員】 

 何点か細かい書き方の問題ですが、まず 1ページ、基本的な考え方のところで、アンコ

ンシャス・バイアスに「無意識の思い込み」という説明書きを入れていただいたのです

が、今読んでいて、その後の「固定的な性別役割分担意識」という言葉は、分かるよう

で、全員が同じ認識をされているか疑問に思いました。家事・育児は女性、男性は仕事、

といったことだと思うのですが、そこまで認知されている言葉かなと。もしそうでなけれ

ば、アンコンシャス・バイアスと同じように注釈を入れていただくと良いのかなと思いま

した。 

2 点目が、15 ページ、基本目標の 5行目の「女性の活躍がアンコンシャス・バイアスに

よって阻害されていることから」という記述の後、「特に、男性、若い世代等の啓発を意

識した効果的な普及啓発活動を広く推進する」ということに触れていますが、前半と後半

で少し繋がっていないように感じます。若い人はアンコンシャス・バイアスをあまり持っ

ていない、比較的男女平等という認識があって、男性は仕事、女性は家事と思っているの

は年配の世代だと思いますので、この普及啓発がアンコンシャス・バイアスの払拭を意図

して書いてあるのであれば、特に普及啓発のターゲットは若い世代ではなく、年配の、今

の社会の中でリーダー的な役割を担っている、企業であれば経営者とか、そういう方々な

のかなと思いました。この普及啓発活動が必ずしもアンコンシャス・バイアスの払拭だけ

を指すわけではないのかもしれませんが、もしそうだとすると、アンコンシャス・バイア

スを払拭してもらう必要があるのは年配の男性だというふうに修正していただいたほうが

よろしいかなと思いました。 

3 点目で、23 ページの上のほうに「（4）物価高による経済状況や雇用環境の悪化によ

り」とありますが、「雇用環境の悪化」というこれは何を指すのかなと思いました。特に

今有効求人倍率も下がっているわけではないですし、賃金も十分ではないと言いつつ上が

っているとかという状況なので、何を意図してこのような表現をされているのか、教えて

いただきたいと思います。以上です。 

 

【事務局】 
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 前半 2点については、課内で検討し、文章表現を変えたいと思います。今ご質問があっ

た「雇用環境の悪化」についてですが、意図したところとしては、まだまだ雇用環境が改

善されていない職場という意味で記載していたところでしたので、それが伝わるような表

現に変えさせていただきます。 

 

【笹崎委員】 

 非正規の方が正社員になれないとか、そういったことですね。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございます。労働環境の書き方が不正確にならないように事務局のほうでう

まく解釈してもいいかもしれません。確かに若い学生たちは、共働きという意識を持って

いますし、専業主婦にあまり憧れていないという実感があります。そういう意味では変わ

ってきたなと感じます。 

 

【事務局】 

若い方々が変わってきているなというのは、出前講座などに行かせていただいても、こ

ちらが当たり前だと思わないことを、若い人たちのほうは当たり前と認識しているという

ギャップを感じます。 

しかし、30 代あたりは、育児休業で何もしない男性というのも今問題になっておりまし

て、取ってはいるけれどただ休んでいるというケースも聞きます。そういったこともあり

まして、まだ家庭を持っているくらいのターゲット層には、家事をやることが当たり前だ

という普及啓発が必要かなということを事務局で話し合っていました。 

 

【水野会長】 

啓発の対象は年配の男性だけではないという問題もありますし、文章が長いので、少し

切って、そのあたりのことも慎重に含める形で、誤解を生まないような形で行を変えて書

き換えてみてください。 

 

【事務局】 

 承知しました。 

 

【佐藤（喜）委員】 

 男性の育児休業についてですが、中身がただお休みしているだけというところもあると

いうのは、やはり何日間取るか、何週間取るかによって変わってくるのだろうと思いま

す。1日 2日で育児休暇取りましたという形になってしまえば、むしろ「出産前に自分も

かなりハラハラドキドキで眠れなかったから、少し休みましょう」的なところがあるだろ
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うと思いますが、やっぱり 2週間、1ヶ月取るということになれば、おのずと家事をやら

ないといけないというような認識になってくるのではないかと思うので、以前も日数につ

いてのご指摘がありましたけれども、そこはすごく大きいのではないかなと思っておりま

す。 

 

【総務部 人事課】 

 改めて説明させていただきます。ご意見ありがとうございます。今日の資料の中で、女

性の管理職の指標と、男性の育児休業の次なる指標が空欄になってございます。令和 8年

3月をもって計画が満了いたします特定事業主行動計画の次なる計画に向けて、作業を今

年度行う予定としておりまして、その数値とこちらの計画の数値を合わせたいと考えてお

りますので、もう少しお時間いただいて、目標数値を定めたいと思っております。この点

ご了承いただきたいと思います。 

ご指摘いただいた男性の育児休業でございますけれども、おかげさまで本当に 100%に近

い数字になってきております。直近で集計した数字では令和 6年度実績で 98.7%という結

果でした。委員の皆様からのご指導をいただいたおかげだと感謝しております。 

昨年度も日数はどうなっていますかというご指摘もいただきました。県庁職員では、や

はり日数の少ない職員もおりますが、長いものでは 1年近く取っている職員もおります。

次に向けてというところでございますけれども、こども未来戦略において、地方公務員の

男性の育児休業の取得率の政府目標では、2030 年度までに 2週間以上の取得率を 85%に引

き上げるという目標もございますので、こういった目標数値ですとか、あるいは他県の状

況なども参考にさせていただきながら、今後の目標数値というものを定めてまいりたいと

考えております。もう少しお時間いただいて、検討させていただきたいと思っておりまし

たので、よろしくお願いいたします。 

 

【水野会長】 

ありがとうございました。ちゃんとご検討いただいているようでございます。 

 

【佐藤（喜）委員】 

いただいたデータで、11ページの県の雇用労働者における男女別の平均賃金について気

になったところとして、女性の賃金が男性からの割合からすると約 75%だということです

が、これを上げていくという働きかけは是非必要だろうなと。 

経済的にやはり女性も独立していくようになれば、おそらく DVの抑制に繋がるのでは

ないかと思います。今シングルマザーも数が増えてきていますので、女性の経済的独立と

いうのは基本的にかなり重要なことだと思っていますので、是非そういった形での県の企

業に対する音頭取りなども積極的にやっていただければいいなと感じていました。 
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【水野会長】 

ありがとうございます。一番本当に基本的なところだと思います。日本がまだ農村国家

の 80年前の段階では、農業人口 7割ぐらいでしたかね。それが今もう 1割を割り込んで

いて、みんな労働者になってきています。そして高度成長期に男性は「24時間働けます

か」という時代で、社員はクビにしにくい労働法制を作って、24 時間働かせて。 

そして、女性のほうは家事育児を担って、合間にパートまでして、というので、すごい

安上がりの社会福祉でこの時期を、近代化がわっと進む時期を乗り切ってしまった。つま

り「財」と「ケア」を国が社会福祉で保障しなければいけないのに、「財」のところは企

業が男性をクビにしないという形で保障して、「ケア」のところは主婦に丸投げするとい

う形にしたことの弊害がある。 

また、企業がグローバリゼーションで男性全員を正社員に雇う力を失っていった時に、

若い男性も女性のパートタイム並みに非正規になると、結婚できないので、それが少子化

の大きな要因になっているという構造もあります。本当にそこの一番基本的なところを何

とかしないと、日本人がいなくなってしまう、みたいな騒ぎになりかねない。目先の性別

役割分担でやっている事態ではないと、非常に深刻な事態だと思っています。 

これはやはり労働問題が一番基本ですよね。以前は M字型だったのですが、その M字型

が少し薄くなってきたのはいろいろな理由があると思うのですが、若い男性と結婚できな

いので女性が非婚化しているというのも、その一つの理由だろうと思います。 

女性も正規職員で、2人で力を合わせて子供もいっぱい産めるし、結婚できるしとなる

のが一番望ましいのですが、高度成長期に作られた意識が、あの時期を生きた人たちの脳

裏にいつまでも残っているのかもしれません。 

 

【事務局】 

 ありがとうございます。担当課からいかがでしょうか？ 

 

【経商観光部 雇用対策課】 

賃金格差についてご意見をいただきましたけれども、実際に同一労働同一賃金の原則は

あるかと思いますので、そういったところで企業も賃金について考えていらっしゃるかと

思います。ただ、私どもの労働実態調査から見ますと、単純にこうした差は、賃金単価だ

けではなく、女性の管理職の登用の問題などで、置かれているポジションに応じた賃金に

なっていることから出てきているものかと思います。 

ですので、単に男女間で賃金の単純な格差があるというより、その置かれている管理職

の登用の状況といったところも含めての差が出てきていることも勘案しながら、対策を検

討していく必要があると思っております。 

 

【事務局】 
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そのほかには、稼げる分野、デジタル分野に女性が少ないとか、理系の方が稼げる職が

多いところに女性が少ないとか、いろんな問題が多分絡んできているところだと思います

ので、教育の面からも今回デジタル分野という言葉を入れまして、力を入れていきたいと

思っております。 

 

【水野会長】 

戦後 80 年のちょうど真ん中で、男女雇用機会均等法が 40 年になりますね。私は大学を

卒業した時には、まだ前でしたから、男の子たちの同級生たちの家には企業からのパンフ

レットがものすごく届くと聞きました。私のところには見事に来ませんでしたから、その

時代から比べると随分と変わってきています。 

当時、最初は総合職、一般職なんていう細かな区別を続けようとしたりして、それでも

女性総合職たちがどんどん育っていって、職場も随分と変わってきていますが、まだそう

いった高度成長期の残滓があるのかもしれません。雇用機会均等法を制定された赤松良子

さんと個人的に色々お話する機会があったのですが、「日本の文化を壊す」と言って企業

側の反発はすさまじかったということでした。 

 

【佐藤（英）委員】 

 小さい頃からの教育が必要だということが、第 1回目の審議会から皆さんの間で出てき

ているのですが、21 ページの（1）「男女共同参画に関する理解の促進」に、一番大事なと

ころでそれが書いてあり、とても良いと思います。 

その施策の項目 26のところに「人権及び男女共同参画に関する意識の醸成に配慮した

指導・学校運営」とありましたが、今、やはり子供が主体という形に変わっているので、

「指導」という言葉よりも「教育」とか「学び」とかいうふうにしたほうが柔らかさもあ

るかなと思いました。 

また、教育及び学校運営で終わるのではなく、他の項目から見ると「充実」とか「促

進」というふうにすると、並びがいいのかなと思っていました。その辺の文言、中身は変

わってはいないのですが、今の時代に合わせてここの部分を修正していただいたほうがい

いかなと思いましたので、検討をお願いします。 

 

【水野会長】 

 事務局で、ご検討いただければと思います。 

 

【佐藤（喜）委員】 

 20 ページの施策の項目の上のところの 24番のところ、「妊娠・出産期における母子の健

康の確保の推進」とありますが、これに「産褥期」を入れていただくと良いかと思いま

す。産後で自殺する件数がかなり多くて、国策として健診を受けるようにということで無
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料化まで進んでいますので。 

 

【水野会長】 

文章にも「産後うつ」みたいなこと加えたほうがよろしいですか？ 

 

【佐藤（喜）委員】 

 20 ページの 3行目のところ、更年期の間に産褥期とか、あるいは産褥期の次が子育てに

なるので、そのことも入れていただくといいのかなと思ったのですが、後半に「育児」と

いうのが 22 ページの下の（1）のところに出てきますので、育児・介護は女性がかなりフ

ルタイムで活動されているというのは把握されているからいいかなと思いました。この 3

行目の妊娠・出産期の後すぐに更年期にはなりませんので、ここのところに入れていただ

ければ嬉しいかなと。 

 

【水野会長】 

 ありがとうございました。貴重なご指摘です。事務局の方、よろしいですよね。 

 

【事務局】 

 はい、もちろんです。ありがとうございます。 

 

【宮腰委員】 

 23 ページに各産業の分野の審議委員の割合が低いという問題が指摘されていました。圧

倒的に母数も少ないだろうなということは推測できるのですけど、そういった方々の具体

的な活動内容ですとか、その少ないところをさらに女性を登用していくというところが実

態に合っているのかというところは、きっと担当部署の方も頭を悩ませていらっしゃる部

分だろうというところがあるので。 

他の問題と合わせると数値目標というところは必要になってくるとは思うのですが、も

しかしたら農業とか漁業に携わっている方々の地域性みたいなものもあるかと思います

し、他の部門との連携みたいなところは何か施策として取られていらっしゃるのか、その

点についてはいかがでしょうか？ 

 

【農政部 農業振興課】 

農業振興課です。ご質問ありがとうございます。農業委員の関係ですが、農業委員は

色々な場面で活躍していただいております。例えば、農地を手放したいとか借りたいとい

った時に間に入って色々お世話をしていただくというような仕事であったり、あとは新し

く農業を始めたいという人に対しての支援であったりとか、そういったところを各地域で

やっていただいている状況でございます。 
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女性の委員さんですと、色々相談しやすいという部分も多分にありまして、そういった

中で女性農業委員の組織として「みやぎアグリレディス 21」があるのですが、農業委員改

正の時期に女性農業委員の方々が先頭になって働きかけ、女性の登用を促進する等の取組

をしているところです。なかなか女性が少ない中ではあるのですが、農業では多様な人材

ということで、女性の持つ力というのは非常に期待されているところですので、当課とし

ても女性活躍への支援をさせていただきたいなと思っております。 

 

【水野会長】 

ありがとうございます。本当に昔ながらの「嫁はいくらでも働かせろ」みたいなことで

はなく、まさに経営の主体という形で農業の再編ができるといいですね。力を発揮してく

ださる女性たちがいらっしゃると思うので、行政が支援する形で行えればと思います。他

にお気づきの点はありますか。 

 

【山田委員】 

ただいまの農業委員会の話でございましたが、私の町でも農業委員、そして推進委員と

2つに分かれていて、だいぶ女性を増やしたという報告を受けているところでございま

す。ほとんど女性の方はいらっしゃらなかったのですが、女性の力を借りて少しずつ進め

始めたというところです。 

農地の管理がどうなっているかと現場を歩くことが大変な仕事だと思いますが、今は全

員にタブレット端末を渡して全部見るような形になり、以前のように地図を広げてとかそ

ういうのではなくなってきておりますので、だいぶ楽になってきたのかなとは思っていま

す。 

様々な今回の資料を見させていただいて、6ページに年齢階級別人口の移動とあります

が、宮城県は、仙台市があるために東北各県から大学とか専門学校に入ってくるので、高

校卒業時に増えて、大学卒業時にがくんと落ちるというような数字になっていますが、多

分東北では宮城県が特殊で、他の 5県は一気に高校卒業時から減り始めていると思いま

す。 

また高齢化率ですが、宮城県の高齢化率は平均で 29.7%、仙台圏が一番 26.4%で低いで

すが、私の町はもう 33%を超えています。本当に今大変な状況で、人口にしても、昨年、

亘理町で約 3万 3000 人から 1年間で 280 人減りました。こんなに急に減ったのは初めて

でした。 

県内で同じくらいの市町を見ると、減少が一番多かったのが白石で 600 人を超えて減少

しています。角田、柴田も 400 人後半。岩沼も 400 人半ばと、どこももう一気に減少が始

まっているような状況でございますので、今までどちらかというと、仙南圏でも内陸のほ

う、そして北のほうというふうに分かれていたのですが、一気にここから減少が始まるだ

ろうなと思っているところでございます。 
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多分この国立社会保障・人口問題研究所が出している数値よりも、さらに厳しい状況に

なっていくだろうなと。それに向けて様々な施策をどんどん打ち出していかなければ、男

女共同参画の前に町が倒れるというような、地方が倒れていく、自立していけないという

形になるのではないかとすごく不安に思っているところでございます。どうにかして出生

数を上げていかなければならない。昨年亡くなった方が 440 人に対して、生まれた子供が

154 人しかいませんでした。それだけ自然減が大きい状況でございます。うちはこれでも

どうにか踏みとどまっている方で、他はもっと急激な減少がここから始まると思います。

報告だけさせていただきます。 

 

【水野会長】 

やはり現場で重責を担われる方のお言葉は本当に重いですね。いや、本当になんとかし

ないといけない。日本人がいなくなってしまうと思います。女性たちが生き生きと仕事が

できる、そういう地域にしていかないといけないですね。 

 

【山田委員】 

地域でどうにかやっていかなければ駄目だと。でも、東京への憧れなのですかね。私も

年間多分 10 回ぐらいは東京に行っていると思いますけど、絶対住みたくないと思って毎

回帰ってきますが、若い方々は、色々な刺激が欲しいのか何なのか、その辺も含めて考え

なければ駄目だなと思います。 

 

【水野会長】 

そうですね。刺激は、ネットで最先端の情報をゲットできるので、平等に扱ってもらっ

て、やりがいのある職業を提供してもらえることが大事なのかなという気がします。女性

だったらお茶汲みとか、給与が上がらないとか、地元で消防団の活躍の時に「炊き出しし

ろよ」とか言われちゃうとか、そういうことがあると、若い女性は自由になりたくて行っ

てしまうということもあるのでしょうか。何が根本原因なのか、是非その辺を突き詰めて

考えていかないといけませんね。もし若い女性たちが活躍できて、かつそういった地域に

期待されるようなシャドーワークを地元の男性が率先してやる、みたいなことになると、

若い女性が亘理町へ戻ってくるということに繋がるのではないでしょうか。 

 

【山田委員】 

ちなみにうちは、お茶汲みなどはもうございませんので、来客の時に男性でも女性でも

必要な時は私の部屋に持ってきますけど、常日頃は自分でお茶を入れております。その辺

だとだいぶもう、就任してからすぐそのように変えさせていただきましたので、大丈夫だ

と思います。 
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【宮腰委員】 

企業に勤めている者として、大学生がどんなふうに企業選択するかというところに関心

があります。私どもは設計という専門職なので、建築を学んだ方が応募されるというとこ

ろはあるものの、大手に一度足を踏み入れたいというところはあると思うのですが、男女

問わず自分にチャンスがある環境かどうかというところを結構見てらっしゃるなというの

は、この 5年 10 年ですごくシビアに感じているところです。 

ちゃんと責任がある仕事が任されるかどうかという質問が非常に多いですし、性別役割

分担によって、女性に限定されるのかどうかという質問として上がっていることも多々あ

ります。あとは子育ての環境ですよね。もしかして出産をする場合に、どういった環境が

整っているのか、整えようとしているのか、といった質問は、本当に 5年ぐらい前から女

性の応募者の方から非常に多くて。 

私どもの企業では、初めて育児休業を取らせたのが 5年ぐらい前からなのですが、第 2

子、第 3子の出産に伴って、最初は数日間、次に 3週間、第 3子に向けては 3ヶ月弱とい

うふうに、一人の男性社員が段階を経て取ったというところを、私達、40代 50 代が初め

て体験しています。 

もちろん取らせる側にも学びがあり、周りも「サポートできるのだな」とか。育児休業

を 3ヶ月取った後の奥様の体の回復の速さに男性社員が非常に驚いていて、「上の子が熱

を出したということもあったのに、自分がサポートできたことで妻の体調の回復が非常に

早く、職場復帰も早くできた」ということを周りが知る機会になっています。 

私どもは 30 数名の組織ですが、その情報共有によって「自分も取れるかもしれない

な」とか、「自分にもそういう可能性はあるな」ということがイメージできているという

ことを感じます。企業としてもそういった業務以外の発信というか、働き方の部分の情報

の提供というのは結構求められていると思いますし、働きやすいという理由で仙台に残っ

て私たちの会社に応募するという社員が少なくとも数名はいるので、そういった情報を発

信してきてよかったというところはありました。 

 

【水野会長】 

ありがとうございます。他によろしいですか。 

 

【水野会長】 

それでは、これで終わりにします。事務局も、大丈夫でしょうか。 

 

【事務局】 

色々なご意見いただきましてありがとうございます。頑張りたいと思います。また国の

方針が出てくると、少し違ってくるのかなと思いますので、その時はご意見いただきたい

と思います。 
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【水野会長】 

また、メールなどで SOS が事務局から来た時には、存分に助けてあげてください。よろ

しくお願いいたします。 

最後に議題 3のその他ですが、事務局何かご予定のものはございますか？ 

 

【事務局】 

特にございませんが、今お話したように、今回の話し合いの内容を反映して、中間案を

作らせていただきます。7月中には国の骨子案が出る予定ですので、そちらも加えて作成

するのですが、議会に中間案を提出するのが 9月になっておりまして、その前に一度、中

間案で変えたところをお送りさせていただいて、ご意見を伺うことがあるかもしれません

ので、その時には是非よろしくお願いいたします。 

 

【水野会長】 

ということで、まだまだこの作業が続きます。今年度は本当に委員の皆様に大変なご尽

力とご協力いただくことになりますけれども、どうぞよろしくお願いいたします。それで

は、これで議事を終了いたします。ご協力、貴重なご意見たくさんありがとうございまし

た。進行を事務局にお任せいたします。 

 

５ 開 会 

【司会】 

 会長、どうもありがとうございました。 

それでは、事務局からスケジュールについてご連絡をいたします。次回の審議会は 10

月 23 日木曜日、午前 10時からの開催の予定でございます。詳細が決まりましたらまた改

めてご連絡をいたしますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

それでは、以上で宮城県男女共同参画審議会を閉じます。本日は誠にありがとうござい

ました。 


